
１ 趣旨 

  横浜市市税条例（昭和 25年８月横浜市条例第 34号。以下「条例」という。）の一部改

正等に伴い、横浜市市税条例施行規則（昭和 25年 12 月横浜市規則第 80号）の一部を改

正しました。 

 

２ 改正の概要 

(1) 旧認定特定非営利活動法人に対する寄附金の特例に係る規定の削除（附則第７条） 

特定非営利活動促進法の一部を改正する法律（平成 23年法律第 70 号）により、旧認

定特定非営利活動法人の認定制度は廃止されましたが、旧認定特定非営利活動法人に

対する寄附金については、特定非営利活動に関する寄附金とみなして税額控除を行う

経過措置を設けていました。旧認定特定非営利活動法人の有効期間が終了した年から

起算して地方税の更正及び決定により遡ることが可能な期間が経過したことを受け、

旧認定特定非営利活動法人に対する寄附金の特例の細則を定める規定を削除しました。 

(2) 横浜市市税条例の一部を改正する条例（令和８年６月横浜市条例第 39 号）により、

条例における都市計画税の減額措置に係る適用範囲を見直したことに伴う改正 

ア 新築認定長期優良住宅に対して課する都市計画税の減額措置につき規定する条例

附則第 13条の３の３を削除したことに伴い、当該減額措置に係る算定の方法を定め

る規定を削除しました（附則第８条）。 

イ 条例附則第 13 条の３の４の規定による都市計画税の減額措置の対象を認定低炭素

住宅等から高断熱住宅へと見直したことに伴い、当該減額措置に係る申告に必要な

添付書類に係る規定を整備しました（附則第 11条）。 

(3) 地方税法施行令等の一部を改正する政令（令和８年政令第 83 号）による地方税法施

行令（昭和 25年政令第 245 号）の改正に伴う規定の整備（附則第 12条、第 13条及び

第 13条の２） 

(4) 上記改正に伴う規定の整備その他所要の改正 

 

３ 公布及び施行予定日 

(1) 公布予定日 

   令和８年 10月 15 日 

(2) 施行予定日 

   令和８年 10月 15 日 

 


